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発明者に係る判断につき 

審決と判断を異にした事件 
（知財高判令和６年３月２７日令和５年（行ケ）第１００３４号事件） 

 

 

 

岩田合同法律事務所 

弁護士 石川 裕彬 

 

第１ 事案の概要 

 

  本件は、発明の名称を「立毛シートの製造方法」とする特許（請求項の数４、出願日平

成２８年１２月２７日、被告が発明者をＡ氏として出願）についての無効審判請求を不成

立とした審決の取消訴訟であり、主な争点は、冒認出願に当たるかである。原告は、本件

各発明の発明者はＢ氏であり、Ｂ氏の有する特許を受ける権利の一部譲渡を受けたと主張

し、Ｂ氏とともに審判請求をした。Ｂ氏は、本件審決前に死去しており、Ｂ氏の有してい

た特許を受ける権利は原告に全部帰属する。本判決は、証人尋問の結果等を踏まえて事実

認定をした上で、原告の請求に理由があると認め、本件審決を取り消した。 

  本件は特許庁と知財高裁において判断が分かれた事案であるため紹介する。 

 

 

第２ 本件特許の内容について 

 

本件特許の請求項１に係る発明（本件発明１）は次のとおりである。 

【請求項１】 

 熱可塑性繊維糸からなる一対の織物基布の間にパイル糸を織り込んで、ベルベット織組織の

基材生地を製織する製織工程と、 

前記パイル糸をカットして２枚の立毛シートを形成する切断工程と、 

この立毛シートをスチーマーにより高温水蒸気で蒸す蒸し工程と、 
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前記立毛シートをヒートセッターにより形態安定化せしめるプレセット工程と、 

前記立毛シートを洗浄する精練工程と、 

前記立毛シートを染料により着色する染色工程と、 

脱水機により前記染料を脱水する脱水工程と、 

前記立毛シートを熱風で乾燥させる乾燥工程とを含んで構成されることを特徴とする立毛シ

ートの製造方法。 

 

 

第３ 冒認出願について 

 

１ 本件審決の判断 

 

   本件審決では、原告は、Ｂが本件各発明の発明者であると主張し、Ｂの陳述書（甲１の

１）を提出しているが、その裏付けとなる証拠がない。したがって、Ｂが本件各発明の特

徴的部分の完成に創作的に寄与したとはいえず、真の発明者がＢであることを推認できな

い。また、原告は、Ａが発明に関与していたとしても、Ｂは、少なくとも本件各発明の共

同発明者であると主張するが、上記のとおり、Ｂが本件各発明の発明者であると認めるこ

とはできず、また、Ａ以外の者が、本件各発明を完成させるために、それぞれの工程の順

序を決定したり、各工程における温度や時間を決定したりしていたことを示す証拠はない

から、Ｂは、共同発明者ではないと判断した。 

 

 

 ２ 知財高裁の判断 

 

   知財高裁では、発明者とは、発明の技術的思想の創作行為に現実に加担したものであっ

て、課題の解決手段に係る発明の特徴的部分の完成に現実に関与した者をいうところ、前

記１(2)によると、本件各発明の特徴的部分は、蒸し工程と乾燥工程の双方を用いることに

より、高い立毛性を得ることにあり、本件発明３については、これに加えて、タンブラー

を使用することでブラッシング付き乾燥機を要しないものとなったことにあると認められ

る。そして、前記(1)のとおり、本件発明１は平成２３年１０月までに完成していた。新栄

染色では、平成２１年７月頃、（同年３月まで代表者であった）Ｂ氏が指導した工程により

染色加工がおこなわれていた。Ｂ氏は、職歴やその作成したメモ等に照らし、立毛シート

の染色加工に関し、創意工夫を凝らして発明をするに足る十分な知見を有していたことが

推認される。Ｂ氏は、陳述書において、本件各発明の開発の経緯及び内容を具体的に陳述

しており、これと整合する。Ｂ氏は昭和５０年代から委託を受けて京都において染色加工

をし、新栄染色の立ち上げ時には、Ａ氏の誘いにより新栄染色代表者に就任し、タンブラ
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ー乾燥機を京都から持ち込んで新栄染色に設置し、当時の被告代表者に対し、染色加工の

内容を指導していた。これらの経緯に照らすと、Ｂ氏は、新栄染色を退職する平成２１年

３月よりも前に本件各発明を完成させていたと推認するのが相当である。 

 

被告は、Ａ氏が本件各発明の発明者であると主張するが、被告が主張し、Ａ氏が陳述書

において述べる新栄染色で行われていた染色工程の内容は、本訴審理中に大きく変遷して

おり、この主張内容及び陳述内容の変更は、発明の課題そのものや発明の必要性、発明の

創作過程に極めて大きな影響を与えるものであるから、真にＡ氏が発明者であるのであれ

ば、単なる記憶違いなどによって上記のごとくその内容を変遷させるとはおよそ考え難

い。被告は、従前、プレセットを行っていなかったと主張するが、Ａ氏の述べる試行錯誤

の内容はプレセットを行う順番を試行錯誤したというものであって、既にプレセット工程

自体は存在していたとことをうかがわせる。その他、Ａ氏が染色工程につき様々な工夫を

したことがあったとしても、いずれも本件各発明に係る特許請求の範囲の内容に含まれる

ものではないから、Ａ氏が発明者であるとの被告の主張を採用することはできない。 

 

したがって、本件各発明に係る発明者はＢ氏であると認めるのが相当であるから、本件

の出願は冒認出願に当たり、本件特許には特許法１２３条１項６号の無効理由がある。 

よって、本件特許について冒認出願の無効理由がないとした本件審決の判断には誤りが

あると判断した。 

 

 

第４ コメント 

 

１ 発明者の認定基準について 

 

  本件審決及び知財高裁において、基準の文言は若干違いがあるとしても、発明者の認定

基準に関して、「発明者とは、発明の技術的思想の創作行為に現実に加担したものであっ

て、課題の解決手段に係る発明の特徴的部分の完成に現実に関与した者をいう」という点

に違いはない。そして、上記認定基準は、従来の裁判例と同様であって、真新しい点は見

られない。 

 

 

２ 事実認定について 

 

  本件審決では、原告は、Ｂが本件各発明の発明者であると主張し、Ｂの陳述書（甲１の

１）を提出しているが、その裏付けとなる証拠がないことを理由に、その請求が認められ
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ていない。知財高裁において、無効審判の段階では提出されていなかった証拠が多数提出

されており、知財高裁においてこれらの証拠に基づく事実認定が行われていることからす

ると、直ちに本件審決の認定に問題があったとまではいえない。 

 

知財高裁では、「Ｂの職歴や本件訴訟に提出されたＢが作成したメモ（甲１３２）、Ｂ

が、新栄染色設立以前にも昌和染色に対し染色工程を指導するなどしていたこと（甲１の

１、証人Ｃ〔２９頁〕）」を踏まえると、①「Ｂは、立毛シートの染色加工に関し、創意工

夫を凝らして発明をするに足る十分な知見を有していたことが推認される」と認定してい

る。また、Ｂが「開発の経緯及び内容を具体的に陳述していること」が上記①の推認と整

合することを指摘している。 

 

次に、②「Ｂ氏は昭和５０年代から委託を受けて京都において染色加工をし、新栄染色

の立ち上げ時には、Ａ氏の誘いにより新栄染色代表者に就任し、タンブラー乾燥機を京都

から持ち込んで新栄染色に設置し、当時の被告代表者に対し、染色加工の内容を指導して

いた。これらの経緯に照らすと、Ｂ氏は、新栄染色を退職する平成２１年３月よりも前に

本件各発明を完成させていたと推認するのが相当である。」と認定している。なお、これ

らの認定は、無効審判段階においても提出されたＢの陳述書（甲１の１）に加え、知財高

裁において初めて提出された証拠や証人尋問の結果に基づいている。 

 

さらに、知財高裁では、被告が主張し、Ａ氏が陳述書において述べる新栄染色で行われ

ていた染色工程の内容は、本訴審理中に大きく変遷しており、この主張内容及び陳述内容

の変更は、発明の課題そのものや発明の必要性、発明の創作過程に極めて大きな影響を与

えるものであることを指摘している。また、被告の主張が証拠から認定できる事実と矛盾

すること、その他Ａ氏の証言は、本件各発明の特許請求の範囲に記載された事項と関係の

ないことであること等を指摘している。 

 

以上のとおり、知財高裁では、明細書の記載から発明の特徴的部分を認定した上で、関

係者の技術的知見の程度、発明に至る経緯、証人尋問における証言の信用性等を踏まえ

て、発明者を認定している。このような考慮要素は、従来からも考慮されていたものであ

るが、発明者の認定の際に実務上参考になると思われるため紹介した。なお、近年企業間

における共同開発が盛んに行われているが、開発結果がいずれの当事者に帰属するかにつ

いて争いが生じることがある。そのような場合においても、上記のような認定基準、事実

認定の内容等は参考になると思われる。 
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岩田合同法律事務所  
1902 年(明治 35 年)、故・岩田宙造弁護士により創立。一貫して企業法務の分野を歩んでいる我が国

において最も歴史のある法律事務所の一つです。創立当初より、我が国を代表する企業等の法律顧問

として多数の企業法務案件に関与しております。日本人弁護士約 100 名が所属するほか日本語対応

も可能な中国法弁護士、フランス法弁護士、米国弁護士経験を有する米国人コンサルタント等も所属

しております。 
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石川 裕彬（弁護士） 

hiroaki.ishikawa@iwatagodo.com 

 

2010 年名古屋大学理学部物理学科卒業。 

2014 年大阪大学法科大学院修了。2016 年弁護士登録。 

2021 年～2023 年特許庁審判部審判課勤務。 

理系出身、特許事務所での勤務を経て、弁護士に転身。

弁護士登録後は特許権侵害訴訟をはじめとする知的財産

案件を中心に、コーポレート案件、データ保護案件等を

取り扱う。 

※本ニューズメールは一般的な情報提供を目的としたものであり、法的アドバイスではありません。 

また、その性質上、法令の条文や出展を意図的に省略している場合があり、また情報としての網羅性
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